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3-7 
原研の施設建設について

第4回衛生工学シンポジウム

1996.11北海道大学学術交流会館

O 成瀬日出夫 鈴木偉之荻野俊治 (日本原子力研究所)

1.はじめに

日本涼子力研究所(以下 f原研j という。)は原子力開発の基盤整備を話的に昭和31 

年6月、自本原子力研究所法に基づき設立された科学技術庁管下の特殊法人である。

現在では東京本部の他に 5つの研究所と 1事業所がそれぞれの研究分野や業務を担ってい

る。

発足当初から研究用原子炉等の運転・利用の佑、原子力に関する安全性研究、核融合研究、

高温工学試験研究、放射線利用研究に取り紘み、今新たに先端基礎研究、光量子科学、高

度計算科学技術にも着手した。

本報では、原研創立40年誌の発刊を機会に、その中から原研での施設建設整備につい

て紹介する。なお、表-1から表-3までに主要な施設の概況を示す。

2.東海研究所(茨城県東海村)

東滞研究所はわが留における原子力研究の草分けとして初期の研究の推進に寄与し、こ

れまでに整備されてきた研究施設の運転・利用・管理の他に現世では総合的・先端的研究開

発機関として原子力の基礎研究及び安全性の研究を主要な業務としている。

(1)初期の整備から昭和40年代前半

東海研究所の敷地は、東に太平洋、南北に新)11 .久慈川という舟排水に利便な自然条件

をもち、敷地面積は約264万メートルである。

土地選定については、原子力委員会が昭和 31年4丹、東京からの距離、敷地の広さ、冷

却用水確保の容易さ、地勢・地質等を選定条件として、複数の候補地から東海村を研究所

の敷地に決定した。

間年8月、原子力委員会によって定められた f原子力開発利用長期計画j に基づき施設整

備に着手し、研究用原子が施設整備の第1段階としての研究 1号炉 (JapanResearch Re-

actor-l ;JRR-l)は昭和 32年8月初臨界達成、以来、研究2号炉(JRR-2)、ラジオア

イソトープ試験製造工場、ホットラボラトリ等を完成させ、昭和 37年 9J.Jには研究3号

炉(通称;菌産 1号炉、 IsJRR-3)を臨界とした。

昭和38年8月には動力試験炉 (JapanPower Demonstration Reactor;JPDR)が臨界とな

り、同年 10月には我が国初の原子力発電に成功している。

昭和40年代前半までに、これら大型施設の建設とともに放射性廃棄物処理施設、計算セ

ンター、図書館等の研究支援施設の整備を行い、併せて研究体制の整備も進められた。

一方、 42年 10JJ、動力が核燃料開発事業団が設立されてからは、基礎研究の充実によ

り原子力研究の基盤確保にカを注ぐことになり、原子力施設の普及に伴う安全性の研究と

多自的高温ガス炉の研究や核融合の研究のような原子力の先端的研究が中心的な研究課題

となった。

(2)昭和40年後半から現在にいたる安全性研究における整備

安全性研究体制及び施設の整備では、昭和46年に米国において非常用炉心冷却系 (Em

ergency Core Cooling System;ECCS)に対する関心が強まったのを契機に安全性研究への

要諦が高まり、時和47年から原子炉安全性研究炉 (NuclearSafety Research Reactor ; 
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NSRR)の態設に着手した。

また、スリーマイル島2号炉の事故によって、安全性研究の重要性に対する認識が高まり、

ROSA-IV(Rig of Safety Assessment)計商が開始され、昭和 60年には本計酪の主要施設

である大型非定常ループ (Largescal e Test Faci 1 i ty ; LSTF)が完成し試験を開始した。

昭和 54年には実用燃料の照射後試験を行う実用燃料試験施設が、 57年には高レベル

癒棄物安全性試験を実施するため擁棄物安全試験施設 (Was t e S a f e t y T e s t i n g F a c i 1 i t y ; 

WASTEF)がそれぞれ完成している。

昭和63年からは、軽水炉燃料の再処理工程で敢り扱う低濃縮ウランとプルトニウムの

混合体に関する臨界安全性の研究と、再処理、臆棄物管理の研究を行うため、燃料サイク

ル安全工学研究施設 (NuclearFuel Cycle Safety Engineering Reserc抱Facility;

部UCEF)の建設を進め、平成6年には建設工事が終了し、この施設では平成 7年2月に定常

臨界実験装罷が、同年 12月には過渡臨界実験装置がそれぞれ初臨界に達した。

(4)その他の施設整備

東海研究所の基礎研究分野では 20MeVタンデム加速器を昭和 54年に、第4研究棟を

5 6年に完成させて活用している。

また、平成 8年度には研究4号炉(JRR-4)に対して燃料濃縮度の低減化と隈療照射関連設

備の導入に伴う原子炉態農及び付帯設備の改造計画に着手している。

3 .大洗研究所(茨城県大洗町)

大洗研究所の敷地は東海研究所の南方約 25，km、同じく太平洋に面した地盤良好な土地

であり敷地面積は約90万平方メートルである。

取水施設関連の用水は那珂川から取7./<.し、人造湖である構内の裏部湖まで約 17加を導水

管を用い送水されている。

(1)初期の整備と材料試験炉

昭和 35年8月、原子力委員会は産業界を中心とした材料試験炉施設設置への要望に応

えて f材料試験炉専門部会j を設置し、材料試験炉(JapanMaterials Testing Reactor; 

J話TR)の仕様を定め、同炉を大洗地涯に設置することを決定した。

これを受けて原研は、 39年に茨城県開発公社を通じて大統研の敷地を確保、 37年にJ

MTRの建設を開始し、 42年4月大統研究所が発足した。

46年には JMTRにホットラボラトリを付設して燃料・材料の照射後試験を可能にすると

ともに、核燃料の研究を行う燃料研究棟を設置した。

また、 42年からは擁葉物処理施設を建設を開始、この処理施設は動燃事業聞と共同で連

営して原研が管理責任を果たしている。

なお、平成4年度からは施設の充実を図る目的で改修・整舗を行い平成7年度末には f核原

料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律j に基づく廃棄物管理事業を開始した。

(2)高温工学試験研究

昭和 62年6月、原子力委員会が定めた f原子力開発利用長期計画j の中で先導的プロ

ジェクトとして高混工学試験研究が位置づけられ、この中核施設となる高温工学試験研究

炉 (HighTemperature Engineering Test Reactor ; HTTR)の建設がうたわれた。この方針
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を受け、原研は高温ガス炉の基盤技術の確立と高温工学に関する先端的基盤研究を行うと

いう目的で、高温の熱供給、高熱効率の連成及び高い固有の安全性などの特徴を有するH

TTRを大統研究所に建設することとなった。

HTTR施設敷地は、大洗研構内南西部 JMTRホットラポ施設帯側の台地であり、施

設は、原子炉建家を中心にその周辺に冷却塔、排気鰐、機械棟、これらをつなぐ共同溝等

で構成され、使用済燃料貯蔵建家、搬出入建家などの他、将来の核熱利用施設のエリアも

確保している。

原子炉建屋の工事は平成8年6月にほぼ終了し、平成9年 12月の臨界を目指して現在

試験調整が進められている。

4.那珂研究所(茨城県那珂町)

那珂研究所の敷地は、関東平野北東部の久慈)11と那珂川に狭まれた那珂台地と呼ばれる

洪積台地の北縁に位置する段丘状台地で、面積は約 130万平方メートルである。

原子力委員会の決定により、核融合研究開発の第二設階計画の中核装置である臨界プラ

ズマ試験装置 (JapanTorus 60;JT-60)を原研に態設することとなり、茨城県開発公社が那

珂町に造成中であった用地を取得し昭和55年から建設工事を進めた。

J T-6 0施設は本体装置、関付属装置、加熱装置、計測装置等を収容する JT-60実

験棟、制御棟、発電機棟及び整流器棟等からなる。

特に実験棟本体室床版は本体中心部が約20m四方、馬蹄型の支持壁は高マンガン鋼を使

用した非磁性鋼を用いた非接触西日筋としている。また、プラズマ発生装置から生ずる電磁

波雑昔、外来電波雑音を遮蔽し各種計測器の正常作動による正確なデ…タ入手を毘的とし

た電磁気シールドルームも設けられている。

現在では、原子力委員会が平成4年に帯j定した f第三段階核融合研究開発基本計画j に

基づく実験炉として位霞づけられた国際熱核融合実験炉 (InternationalThermonuclear 

Experimental Reactor; ITER)計画における工学設計の活動拠点となっている。

5.高崎研究所(群馬県高崎市)

高崎研究所は高時市内あって、敷地面積は約 31万平方メートルである。

原子力特定総合研究に指定された食品照射技術開発に資するため、明和46年 9月には食

品照射研究棟を、 48年5月には食品照射ガンマ線照射施設を整備した。

また、放射線利用の一層の高度化と先端科学技術の発展に寄与する目的で、 63年以降、

90MeVの陽子加速を行うセクター集束型のAVF(AlternatingVarying Field)サイク

ロトロンを含むイオン照射研究施設 (TakasakiIon Accelerator for Advanced Radia-

tion App1ication ; TIARA)の整備を進め、イオンピームの特性を積極的に活用した宇寵環

境材料の研究開発、核融合炉材の研究開発、バイオ技術の研究、新機能材料の研究開発が

行われている。
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表-1 研究用原子炉一覧

所名及夜ぴ称地、 自 的 着工年月 磁界年J1 熱(最M出W大カ) (n中最Ic性m大2子s熱m来) 燃料 冷却材 炉心寸法

]RR-l 暴徒研究及び訓練用 自白31.8 昭32.8 0.05 1.2XI012 

硫
20酸%濃ウ縮ウランの 軽水 4(0球cm形:~(44年解体} ラニJレ
水溶液

(東海研) '''U:最で1.3kg

]RR-2 

観生中性産品子、ピZ量ー療A購実~身験す、
昭32.7 昭35.10 10 1.3 X 10" 

4目2分53散9本56U語型録量円宿でU筒5形A法燃lg 科

重水 84cm~ X60cm 

(東海研)

]RR-3M 

基燃放開イl礎料ン刊晴研パEを究紺同究イ位科ル{元のピル照素ーム射のプ実、生多験産胡、食}

日自34.1 昭37.9 10 3XlO'3 

a

燃焼(議天

u
科結縮然量集二ウでウ酸合ラ
2

ラ

5
化体
k

ンン

g3) 

ウ

E43

ラ
1

体

5
ン
% 
重水 280cm ~ X 210cm 

(改造後)

燃放基礎料射研性・材究同料位の(元ビ照素ー射の
ム、
笑験) 昭60.8 平成2.3 20 3XI0" 2

散要

0%
型素泌板
32
総体状
U
角-型
A
燃
i
料
分 軽水

炉炉心心等高価さ直径7650ccmm 
生産 {ベリリウム反対体

(東海研) 担'U登で9kg 含む)

JRR-4 

遮工武開学将発蔽的研のに究
照闘研究射す、各る教種基礎育的宮線、

、

BB37.6 昭40.1 3.5 7XlO" 90-93%減綴ウラン 車王水 34.4cm 
副

2E
01T 
1

体

最

R
で裂約燃3k
料
E
婆素

X40.5cm 
X60cm 

(東海研)

(動
J

力(解

P

試体

D

験)

R 
炉)
着童手書官暗謀雲議ZFa

に

t錨

問35.12

〈昭

I
品発臨383電

界

1081 

1 
90 3.8XlO" 焼(平結均二

2
駿
.6%
化機ウ織ラウ
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1
気
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力
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造
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割燃u
料
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体
0k7z
2体

平解日
体
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(東海研)

NSRR E
安京子全炉性研の究
工学的 昭48.6 紹50.6 0.3 1.9XlO12 2ー0水%淡素綿化ウラン 軽水 63cm~ X38cm 

(原子炉 (定出力} (定出力) ジルコニ

研安全究炉性) {瞬
2
間
3，0
最∞大)
1.5X 10" ウム
(瞬間最大)坦燃'U料量婆で素約185.27LE体
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(東海研)

原照同位子射炉試元燃験素料、の放生・材射産
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J
料
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験
R
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表-2 臨界実験装龍一覧

名 称、 所夜地 回 約 着工年月 磁界苦手月 最大熱出力 話担 式 燃 料 減速材 炉1(;、寸法

言語i鼠ガス炉臨界実験装霞 東海研 高温ガス炉の BB34.5 sB36.1 lOW 機置六角柱状 波線ウラン 黒鉛 2.4m平径(六角柱

(VHTRC) 炉物理研究 改造 BB60.5 水平ニ分割裂 状)X1.2m長

昭58.5 X2'分割

軽水臨界実験装霊童 東海研 軽水格子の炉物理 BB36.4 1lB37.8 2∞w 軽水減速非均 濃縮ウラン 軽水 炉心タンク

(TCA) 研究 質タンク裂。 プルトニウム 1.9mo X2.1m 

高速炉臨界実験装鐙 東海研 高速炉の炉物理研 日目40.10 自白42.4 2，0∞w 水平一分割型 濃縮ウラン なし 2.82m 角×

(FCA) 究 プルトニウム 132m 長×

2分害tl
定宇君臨界実験装霞 東海研 手専処寝施設の磁界 平フt.6 平7.2 2∞w ウラン・プル ウラン石商酸水溶液 i湾左 円筒炉，心
(STACY) 安全性に関する研 トニウム燃料 7'1;トニウム硝酸 直後 21cm以上

究 タンク型 水溶液 1∞cm以下
ウラン硝酸水溶液 高さ 140cm以下

とプルトニウム硝酸 !jZ板炉，心

水溶液の混合 ~富 約70cm

溶液 厚さ lOcm以上

ニ酸化ウラン 50cm以下

(線状燃料) 高さ 140cm以下

過渡鰯界実験装澄 東海研 再処理施設の臨界 王Fフ[;.6 平7.12 1，OOOW ウラン溶液燃 ヴラン硝酸 同1E T50炉JL'
(百ACY) 安会性に関する研 (定常運転時 料タンク裂 水溶液 外径約50cm

究 5X109 W 高さ 1∞cm以下
{過渡出力

運転時)

材料試験炉磁界実験装置 大洗研 JMTRの運転計画 *1 BB39.9 昭40.10 1∞w 波線ウラン 濃縮ウラン 軽水 540mm X 386mm 

(JMTRC) 及び義礎実験 軽水減速自然 ベリリウム X75αnm 

*2 sB42.7 日召42.9 冷却型

*1 派R-4に据付 ホ2 JMTRに据付

表-3 加速器一覧
名 称 所在地 エネルギー tlt 流 総量率 型 式 用途及び特徴

(MeV) (mA) (Gy/sec) 

パンデグラグ 東海研 2 0.025 パンデグラフ型 物性物理等の基礎研究

静穏加速器

タンデム 東海研 陽子 40 5XlO-3 タンデム製 重イオン、高速中俊子による原子核、物性等の研究

パンデグラフ 沃素 280 0.5 X 10-3 静電加速器

核融合炉 東海研 0.4 30 (最大) 静電製重陽子加速器 核融合中性子工学の研究

中性子工学用

中性子源♂NS)

1号加速器 高術研 2 30 1 XI0' コッククロフト 排煙・排水処草君、汚染殺蘭等の研究開発

ウォルトン製 (蚤ifI.水平の2方向照射が可能)

電子加速器

2号加速器 高崎研 3 25 lXlぴ カスケード裂 請す放射線性複合材料の開発、半導体素子材料の耐放射性、

電子加速器 機能材料の照射効果の研究

低エネルギー 高崎研 03 100 3X10' リニアカソード・ 主主料の放射線硬化、主主物活性体の回定化等の研究開発

加速器 自己遮蔽君主電子加速器

AVF 高崎符f陽子 90 lOXlO-3 AVF~監 耐宇宙環境材料、核融合炉材料、バイオ技術及び新機能

サイクロトロン 71;:10ン530 2XlO→ サイクロトロン 材料など放射線高度利用研究

3MVタンデム 高崎研 揚子 6 5XlO-3 タンデム裂 放射線高度利用研究、重イオン照射用

静電力Di奉著書 ニ771; 18 5XlO-3 静電加速器 多重日闘すなどの複合ピーム利用

3MV静寂加速器 高崎弥f陽子 3 1∞X10→ シングルエンド裂 放射線高度利用研究、軽イオン照射尽

沃素 3 50XlO→ 静電加速著書 多主主照射などの線合ピーム利用、電子照射

O.4MV 高崎研 陽子 0.4 20XlO→ イオン注入装置 放射線高度利用研究、イオン注入用

静電加速器 リン 0.4 30X10→ 多重燃射などの複合ピーム利用

1号加速器 関頭研 2 0.25 1 XlO' パンデグラフ型 放射線加工処理技術の基礎研究

電子加速器

2号加速器 関菌研 0.8 25 1 XlO' 変圧器清流製高線量 放射線加工処理技術の基後研究

議電子加速器
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6.大型放射光施設と関西研究所

(1)大型放射光施設

原研と理化学研究所は昭和 63年 1月に f大型放射光施設の研究開発に関する協力協定j

を締結し、大型放射光施設の研究開発に関する協力を一層緊密に推進するため、大型放射

光施設研究開発共同チームを発足した。

平成元年 6sJに科学技術庁は兵庫県播磨科学公圏都市内に大型放射光施設を建設するこ

とを決定した。

播搭科学公圏都市は兵庫県西南部の内陸に位置し、姫路市の北西約 25 kmの3郡 3町(新

宮町、上郡町、三日月町)にまたがる丘陵地で、人と自然と科学が調和する高次元機能都

市をめざす約2、000万平方メートルの新都市である。

大型放射光施設はこの学問都市内に約 141万平方メートルの敷地を確保し、敷地内は

入射系エリア、蓄積リングエリア、中・長尺ピ…ムラインエリア、管理淳生zリア、将来

拡張施設エリア等にそれぞれ亙画されている。

平成4年5月から現地工事が本梼的に開始され、 9年度には施設の整備が完了する予定で

ある。

(2)関西研究所

平成 7年‘10月、大阪府寝屋川市に関西研究所を設置した。

平成2年から理研と共同して兵庫県播磨科学公閤都市に大型放射光施設を建設中の大型放

射光施設開発部門と、!日高崎研大掠支所等で進めてきたレーザ…研究部門を統合して、光

量子の研究を総合的かっ集中的に行うこととした。

7 .むつ事業所(青森県むつ市)

原研は昭和60年3丹、閣の方針により日本原子力船研究開発事業団を統合し、原子力

船の研究開発を事業のーっとして推進することになった。

本部組織の再編に加え、青森県むつ市にむつ事業所を設置し、昭和 60年以降、関根浜新

定係潜に陸上施設を完成させるとともに、原子力船 fむつj の解役工事で陸揚げされた原

子炉等を保管・展示する施設の整備を進めた。

原子炉を取り外して海洋科学技術センターヘヲiき継がれたi詰 fむつj は、大型海洋観測船

fみらいj として平成8年8月潜水式が行われた。

一一引用資料一一一

・原研40年誌、;日本原子力研究所 平成8年6月1日発行
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